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１．政府全体としての情報共有 

東日本大震災（以下「本震災」という。）により、多くの統計調査が多大な影響を受けている。し

かしながら統計調査は、調査対象、調査方法、調査事項、調査周期等がそれぞれの調査に応じて千

差万別であり、例えば、調査が実施できなくなった地域の推計方法を一律・包括的に定めることは

不適当である。 
一方で、政府全体としては、本震災に係る個々の統計の影響を最小限とするために、それぞれの

統計調査における対応状況の情報交換を密にして、類似する統計調査の先行事例を参考として対応

していくことが望ましいと考えられる。したがって、各府省は、統計調査における本震災への対応

について相互の情報交換を心がけるとともに、総務省は、これらの情報交換を円滑に行えるように

する環境整備や自らの対応についての発信を行うことが必要と考えている。 
なお、稼働状態にある各種統計調査の当面の対応については、被災地の住民感情や調査組織にお

ける業務体制を踏まえ、無理のない範囲で統計調査を実施し、状況を踏まえて通常の業務を回復さ

せることが一般的な対応であると考える。 
 
 
２．本震災を踏まえた特別の対応に関する情報の明示 

(1) 統計調査は、国内外に大きな影響を与え、国際的に注目を集めるものもいくつか存在している。ま

た、統計調査は、本震災後の日本の姿を把握する手段であり、これまで未経験の広大な地域に対す

る復興政策立案などの局面において、データに基づく適正な判断が一層求められることが想定され

ることからも、その重要性は一層高まるものと考えられる。 
一方で、本震災により統計調査が通常とは異なる特別の対応を取らざるを得ないことも事実であ

り、したがって、特別の対応が取られている統計を正しく理解し、適正に利用してもらうためには、

調査結果の公表の際に、特別の対応の具体的内容の情報を提供することが必要であると考える。 
 
(2) また、統計調査の一時的な中止等による公表の中止や特別処理の検討のための公表期日の延期など

を行う場合は、統計の公表を待ち受けている利用者がいることを想定すれば、本来の公表期日以前

に変更を行う措置等について可能な限り早期に周知することが求められる。しかしながら、行政機

関は、可能な限り本来の公表期日を守るための努力をギリギリまで行うことも勘案し、公表期日の

変更を行う措置についての情報は、可能な限り本来設定していた公表期日の１週間前までに周知す

ることが適当であると考える。 
さらに、公表期日を変更した場合、又は変更しない場合の双方において、調査や集計において非

常時の対応の影響があるとの前提で公表を行う必要があることから、可能な限り確実に統計を公表

する公表期日の１週間前までに、①確実に公表を行う公表期日（延期等により公表期日を明示して

いない場合）、②本震災に伴う特別の対応の有無、などの情報を各府省ホームページに掲載するとと

もに、「東日本大震災の影響による○○省○○調査結果の公表・集計の取扱いについて」等として

e-Stat の「各府省からのお知らせ」に掲載することが適当であると考える。 
 



 

３．周知事項（調査結果と併せて公表する事項） 

本震災における特別の対応の具体的内容として以下の事項について周知することが想定される。 
ア）調査対象から被災地域を除外する等の特別措置（調査対象の範囲の変更） 
イ）調査対象数等の特別措置（報告を求める者の変更） 
ウ）調査期日又は調査期間の特別措置（報告を求める基準となる期日又は期間の変更） 
エ）調査方法の特別措置（報告を求めるために用いる方法の変更） 
オ）集計事項及び集計方法の特別措置 

（一部集計表の未作成、除外した地域を推計して全国結果を算出等） 
※ 集計方法の変更は、例えば、被災地域を調査対象から除外したことや被災地域における回

収率の著しい低下等により、①被災地以外の全国の平均や伸び率等の結果を使用して、これ

を災害地域の平均や伸び率等の推計値とし、それを元に全国の推計を行う、②被災地域を除

く全国の結果とするなど、集計における特別措置の概要を公表することを想定している。 
カ）公表した結果の位置付けの特別措置 
※ 本来は確報値のみの公表を行うところ、一部統計表について速報値を公表し、後に確報値

を公表することに変更する場合などは、その内容を公表することを想定している。 
 
 
４．記録の保存 

  各府省における本震災への対応状況は可能な限り記録し保存することが必要であると考える。 
 
 
５．その他の留意事項 

上記の他、可能な範囲で以下の情報を提供することが望ましい。 

（１）全国の結果から一部地域を除外した場合、一定の過去の期間について同様の地域を除外した

結果（遡及情報の提供） 
（２）一部地域の結果を何らかの情報で推計を行った場合、当該推計を行った時に想定される影響 

（例えば、災害発生前の情報で当てはめた場合の結果の差異等） 
（３）回収率が著しく低下した地域がある場合、当該地域の回収率の変化 


